
国公私立大学を通じた「共同利用・共同研究拠点」制度について

3つの類型の拠点を認定
① 単独型拠点
② 拠点ネットワーク
複数拠点の研究ネットワークにより構成

③ 連携型拠点
大学以外の研究施設(大学共同利用機関や
国立研究開発法人の研究施設等)が「連携
施設」として参画

〇 国際的な拠点を別途、「国際共同利用・共
同研究拠点」として認定（平成30年度～）

〇 個々の大学の枠を越えた共同利用・共同研究は、従来、国立大学の全国共同利用型の附置研究所
や研究センター、大学共同利用機関を中心に推進

〇 我が国全体の学術研究の更なる発展のためには、個々の大学の研究推進とともに、国公私立を問わず
大学の研究ポテンシャルを活用して研究者が共同で研究を行う体制を整備することが重要

〇 このため、国公私立大学を通じたシステムとして、文部科学大臣による共同利用・共同研究拠点の認定
制度を創設（平成20年7月）

我が国の学術研究の基盤強化と新たな学術研究の展開
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〇 認定期間は原則6年間
〇 認定後、科学技術・学術審議会において中間
評価、期末評価を実施
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